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○

デﾘバﾃｨブ通達新設

Q ●
● デリバティブ取引に関する通達が公表

されたそうですが、その概要を教えてくださ

い 。

ヱヘ：通達では、各デリバティブ取引の損益

計上時期が明確にされています。

【解説】

今までは一部の機関投資家にしか関係ない

と思われていたデリバティブ取引も、最近は

日に日に普及してきているようで、先月には

デリバティブ取引にかかる税務上の取扱いを

定めた通達「金融商品に関する法人税の取扱

いについて」が公表されました。

この通達では、各デリバティブ取引の損益

の計上時期について定められています。

デリバティブ取引は顧客のニーズによって

様々な種類があり、その数は取引の数だけあ

るともいわれていますが、基本となるのは

「先物取引」「先渡取引」「スワップ取引」

「オプション取引」のほぼ4つとなります。

今回の通達もこの基本的な取引についての取

扱いが定められており、原則として平成10

年10月30日以後に締結される契約から適

用されます。

今回の通達では、損益の計上時期について

定められていますが、デリバティブ取引につ

いては、課税上、デリバティブ取引によって

得た所得の分類や源泉地の判定についても問

題とされており、今後はこの2点についても

法令・通達の整備を行っていくようです。

、


